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1．はじめに 

 現在の防火設計の主流として、第一に挙げられるの

は、火災をある一定の範囲に閉じ込めようとする区画

化策の導入である。区画構成部材である壁や床などに

延焼の抑制、避難経路の安全性確保を求めるため、必

要とされる非損傷性、遮熱性、遮炎性の 3 つの性能を

耐火性能試験により確認している。その試験・評価方

法に関しては、各指定性能評価機関において業務方法

書が制定され、それを国土交通大臣が認証する形で運

用されている。また、試験体の製作、試験時の気象条

件等の不確かさ性を考慮して、2 回の試験により再現性

を確認している。しかしながら、これまで試験機関間

における再現性の確認は行われておらず、設備又は職

員の熟練度等に由来する試験結果のばらつきに関して

の検証は行われてこなかった。本研究では、より信頼

性の高い試験実施に向けて、垂直加熱炉の特性につい

て明らかにすべく、壁の仕様でラウンドロビン試験を

実施し、得られた知見を報告する。 
参考までに、業務方法書における壁を加熱する場合

の試験装置（加熱炉）について、次に示す。 
(1) 加熱炉は、図 2 に示す標準加熱曲線(ISO)の温度時

間変化を、試験面の全面にほぼ一様に与えられるよ

うなものとする。 
(2) 加熱炉は、試験体の片面を加熱できる構造のものと

する。 
(3) 炉内温度を測定するための熱電対の熱接点は 9 個

以上、試験面に均等に配置し、試験体から 100mm 離

れた位置に設置する。 
(4) 耐力壁を加熱する場合には、荷重を再現できる加力

装置を備えているものとする。 
(5) 加熱炉は、炉内圧力を測定する装置を備えているも

のとする。 
このラウンドロビン試験では、米国が主導となって

試験方法が異なる日米加英の各試験機関が参加を表明

した。なお、参加試験機関は次のとおりである。 
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図 1 参加試験機関の所在地 
 
２．試験材料の調達 

加熱炉の特性を明らかにするという性格上、加熱炉

以外の要素においては、できる限りの不確かさ性を排

除するよう配慮するため、試験体に供した石膏ボード、

スチールスタッド等は、米国で試験を実施したときと

同じ材料を、米国から船便で取り寄せた。 
 
３．ASTM E119 とは 

ラウンドロビン試験では、米国基準の ASTM E119
（以下、「ASTM」という。）を採用した。日米の試験

方法の違いについて特筆すべき事項を次に示す。 
試験体の数は、日本では試験の再現性を考慮して 2

体であるのに対し、ASTM では、炉の特性、境界条件、

製作過程などにおける不確かさ性に試験結果が影響さ

れると前置きした上で、1 体のみである。 
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試験体の製作は、日本では主に申請者が依頼した作

業員（試験体製作会社を含む）が行っているのに対し、

米国では試験所内で職員の監視の下、試験所に雇用さ

れている職人により行われており、製作過程の不確か

さ性をできる限り排除しようとする意図が見える。 
加熱温度の制御は、日本では ISO 標準加熱曲線を採

用しているのに対し、ASTM ではそれと似通った加熱

曲線を採用している。この曲線は、ISO 標準加熱曲線

に対して、僅かに初期に高い温度を、30 分過ぎより低

い温度を示す。 
 標準加熱曲線
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図 2 標準加熱曲線の比較 

 
加熱温度測定には、日本では K 型シース熱電対＆先

端開放の直管の組み合わせに対し、ASTM では時定数

が 5.0～7.2 秒となるように、先端よじりの K 型熱電対

＆先端封じの保護管の組み合わせを使用する。 
裏面温度測定には、日本ではＫ型熱電対のディスク

＋に耐火繊維パッド（小）の組み合わせに対し、ASTM
では K 型熱電対（φ1.02mm）＋耐火繊維パッド（152
±3mm）の組み合わせを使用する。 

試験時間は、日本の耐火構造では、要求耐火時間に

等しい時間の加熱が終了してから、要求耐火時間の 3
倍の時間又は試験開始から要求耐火時間の 1.2 倍の時

間までを試験時間としているのに対し、ASTM では、

要求性能に達するか、又は不合格となった時点で加熱

終了と共に試験終了としており、加熱終了後の経過観

察（後追い）は行わない。しかし、1 時間以上の耐火性

能が求められる壁に対しては、加熱終了直後、放水に

よる衝撃・侵食・冷却効果の影響を評価する試験（ホ

ースストリーム試験）が付加されている。 
なお、遮熱性、遮炎性の判定基準には日米に大きな

差異はなく、ASTM では以下のいずれかの状況に達し

たときに不合格と判定する。 
(1) 非加熱側の温度が、初期温度より 181℃上昇した時 
(2) 非加熱側の温度の平均値が、初期温度より 139℃上

昇した時 

(3) クラックが生じ、火種を着火させるに十分な熱の放

射が見られた時 
 
４．ラウンドロビン試験に際して 

加熱温度測定については、制御を ASTM 指定の組み

合わせで行い、その応答の違いについて考察するため、

ISO 指定のプレート熱電対、日本の試験方法で用いる

シース熱電対＋直管を 2 本ずつ追加した。 
また、裏面温度測定についても ASTM に準拠するも

のの、日本の試験方法で用いる裏面温度の測定も K 型

熱電対のディスク（有･無）＋耐火繊維パッド（大・小）

の組み合わせについても追加した。 
試験時間については、不合格となった時点から 1 時

間延長して加熱した後、2 時間自然冷却させた。 

 
写真 1 加熱側熱電対(上から日本,ISO,ASTM 方式) 

 
５．まとめ 

日米の耐火試験方法を比較すると、標準加熱曲線や

判定基準などに大きな差が認められなかった反面、試

験における不確かさや火災に対する設計理念の違い等

が垣間見られた。例えば、試験体の不確かさ性につい

て、日本では繰り返し試験による再現性の確認を持っ

て、炉の特性や境界条件も含めた不確かさ性の影響を

判断していることに対して、米国では試験体の製作過

程において試験前に不確かさ性を排除しようとしてい

る。さらに加熱終了後に行う日本の試験方法の後追い

と ASTM のホースストリーム試験の違いは、日本では

区画内の可燃物が燃え尽きても倒壊せず、さらに再使

用できることが望ましいといった構造耐火を優位性を

置き、米国では火災を閉じ込めようとする防火区画に

優位性を置いているものと思われる。 
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